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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電池セルを有する第１の電池パックの電池セルよりも少ない数の電池セルを収容
する電池ケースを有する第２の電池パックと、
　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのいずれかを択一的に接続可能な電動工
具本体と、を備え、
　前記第２の電池パックは、複数の電池セル及び前記複数の電池セルを収容するセパレー
タを有する電池セル組を、前記電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える支持部を有
する介在部材を備え、
　前記介在部材は前記セパレータと前記電池ケースとの間に位置し前記セパレータの上下
方向の位置を調整するよう設けられ、
　前記電動工具本体に前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのどちらを装着した
状態であっても、略水平な設置面に置いた際に、前記電動工具本体に装着した電池パック
の電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面とが前記設置面に接触して前記電動工具本
体が転倒しないように構成したことを特徴とする電動工具。
【請求項２】
　前記電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面が略同一平面内に位置することを特徴
とする請求項１に記載の電動工具。
【請求項３】
　前記介在部材は前記電池セル組を前記電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える前
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記支持部を有し、
　前記支持部は前記電池ケースの下側ケース部の底面から上方に又は前記セパレータの底
面から下方に突出していることを特徴とする請求項１又は２に記載の電動工具。
【請求項４】
　前記支持部が前記電池ケースの下側ケース部の側壁面に接続していることを特徴とする
請求項３に記載の電動工具。
【請求項５】
　前記側壁面から離れた位置で前記支持部を支持する補強部が形成されていることを特徴
とする請求項４に記載の電動工具。
【請求項６】
　前記セパレータの底面部は半円筒面同士の間に谷間があり、
　前記谷間の底面は平坦面であり、前記支持部はクッションを介して前記平坦面を支える
ことを特徴とする請求項３乃至５のいずれか一項に記載の電動工具。
【請求項７】
　前記支持部が形成されていない部分が冷却風路となっていることを特徴とする請求項３
乃至６のいずれか一項に記載の電動工具。
【請求項８】
　前記電池ケースの上側ケース部に冷却風の取入口が、前記下側ケース部に前記冷却風の
排出口がそれぞれ設けられていることを特徴とする請求項３又は４に記載の電動工具。
【請求項９】
　前記支持部は前記電池ケースの下側ケース部の底面から上方に突出する、又は前記セパ
レータの底部側から前記底面側に突出するリブであり、
　前記リブは、前記電池セルの略１つ分、前記底面よりも中央側で前記電池セル組を支持
することを特徴とする請求項３乃至８のいずれか一項に記載の電動工具。
【請求項１０】
　前記電池セル組は前記セパレータの上側に接続端子を有していることを特徴とする請求
項１乃至９のいずれか一項に記載の電動工具。
【請求項１１】
　前記接続端子は前記セパレータの上側に設けられた基板上に配置されていることを特徴
とする請求項１０に記載の電動工具。
【請求項１２】
　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックは供給電圧が同一である一方、容量が異
なることを特徴とする請求項１乃至１１のいずれか一項に記載の電動工具。
【請求項１３】
　前記第１の電池パックは前記電池セルを直列接続及び並列接続して構成される一方、前
記第２の電池パックは前記電池セルの直列接続のみで構成されることを特徴とする請求項
１２に記載の電動工具。
【請求項１４】
　複数の電池セルと、前記電池セルを収容する第１の電池ケースと、を有する第１の電池
パックと、
　前記第１の電池パックよりも少ない数の電池セルと、前記電池セルを収容する第２の電
池ケースと、を有する第２の電池パックと、
　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックとを択一的に接続可能な電動工具本体と
、を備え、
　前記第２の電池パックは、複数の電池セル及び前記複数の電池セルを収容するセパレー
タを有する電池セル組を、前記第２の電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える支持
部を有する介在部材を備え、
　前記介在部材は前記セパレータと前記第２の電池ケースとの間に位置し前記セパレータ
の上下方向の位置を調整するよう設けられ、
　前記電動工具本体に前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのどちらを装着した
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状態であっても、略水平な設置面に置いた際に、前記電動工具本体に装着した電池パック
の電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面とが前記設置面に接触して前記電動工具本
体が転倒しないように構成したことを特徴とする電動工具システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の電池セル及びこれらを収納するセパレータを有する電池セル組と、前
記電池セル組を収納する外殻となる電池ケースとを備えた、コードレス電動工具等に使用
する電池パックを備える電動工具及び電動工具システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１０にコードレス電動工具等に使用する従来の電池パックを示す。この図において、
電池パック１は、充放電可能な複数の電池セル２、これらを収納するセパレータ３、及び
クッション６等を有する電池セル組４と、電池セル組４を収納する外殻となる電池ケース
５とを備えている。電池ケース５は、上側ケース部５ａ及び下側ケース部５ｂの組合せ構
造であり、下側ケース部５ｂとセパレータ３間にはクッション６が介在している。
【０００３】
　図１０の電池パック１の場合、電池セル２は全部で１４個であり、７個の電池セル２の
直列接続が２個並列に接続されている。例えば、電池パック１の供給電圧は２５.２Ｖで
あり、７個の電池セル２の直列接続が１.５Ａｈで、これが２個並列であるから３.０Ａｈ
である。
【０００４】
　図１１は電動工具本体１１（ここでは、電動工具から電池パックを外したものを電動工
具本体という）に電池パック１を着脱自在に装着した電動工具１０を示す。電動工具本体
１１はハウジング１２内に駆動源となる電動機を収納しており、先端工具を取り付ける出
力部１３（チャック等）を回転駆動する構成を備える。ハウジング１２のハンドル部１２
ａにはトリガスイッチ１４が設けられ、電動機のオン、オフ等を行えるようになっている
。電池パック１を装着した電動工具１０は、電池パック１の底面及び電動工具本体１１の
底面が水平な設置面Ｐに対して前後方向及び幅方向に充分な広さで接して転倒しないよう
になっている。
【０００５】
　ところで、近年、充放電可能な電池セルの高容量化により、電池パックに収納される電
池セルの個数減少等から、電池パックの小型化と軽量化が進んでいるが、小型化した電池
パックを装着可能な互換性のある電動工具本体に、小型化した電池パックを装着して電動
工具を水平面上に設置した場合、図１０の従来の電池パックよりも電池パックの大きさが
小型化されているため、電動工具が転倒してしまう懸念がある。具体的に言えば、図１１
において、電動工具本体１１の底面よりも電池パックの底面が高くなって不安定となる。
このことは電動工具の操作性を悪くしてしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１１－１３６４０７号公報　特許文献１は電池パック駆動式のハ
ンマドリルの公知例である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のように、従来の電池パックを装着可能な互換性のある電動工具本体に、従来の電
池パックを装着した電動工具を水平な設置面に設置すると、従来の電池パックの底面と、
電動工具本体の底面の両方が接することにより、従来の電池パックを装着した電動工具は
ほぼ水平を保ちつつ起立状態を維持できる。
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【０００８】
　しかし、小型化した電池パックを前記互換性のある電動工具本体に装着し、設置すると
小型化した電池パック底面が電動工具本体の底面よりも高くなってしまうため、傾く、ま
たは転倒してしまう問題があった。
【０００９】
　本発明は、上記した課題を解決するために、電池セルの個数を減らし小型、軽量化した
電池セル組を収容する場合であっても、従来の電池パックと同様の外殻形状（電池ケース
の外形）を保ち、電動工具本体に装着したときの電動工具の姿勢安定性を確保可能な電池
パックを備えた電動工具及び電動工具システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の第１の態様は電動工具である。この電動工具は、複数の電池セルを有する第１
の電池パックの電池セルよりも少ない数の電池セルを収容する電池ケースを有する第２の
電池パックと、
　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのいずれかを択一的に接続可能な電動工
具本体と、を備え、
　前記第２の電池パックは、複数の電池セル及び前記複数の電池セルを収容するセパレー
タを有する電池セル組を、前記電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える支持部を有
する介在部材を備え、
　前記介在部材は前記セパレータと前記電池ケースとの間に位置し前記セパレータの上下
方向の位置を調整するよう設けられ、
　前記電動工具本体に前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのどちらを装着した
状態であっても、略水平な設置面に置いた際に、前記電動工具本体に装着した電池パック
の電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面とが前記設置面に接触して前記電動工具本
体が転倒しないように構成したことを特徴とする。
　前記電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面が略同一平面内に位置するとよい。
【００１１】
　前記介在部材は前記電池セル組を前記電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える前
記支持部を有し、前記支持部は前記電池ケースの下側ケース部の底面から上方に又は前記
セパレータの底面から下方に突出しているとよい。
【００１２】
　前記支持部が前記電池ケースの下側ケース部の側壁面に接続しているとよい。
【００１３】
　前記側壁面から離れた位置で前記支持部を支持する補強部が形成されているとよい。
【００１４】
　前記セパレータの底面部は半円筒面同士の間に谷間があり、前記谷間の底面は平坦面で
あり、前記支持部はクッションを介して前記平坦面を支えるとよい。
【００１５】
　前記支持部が形成されていない部分が冷却風路となっているとよい。
【００１６】
　前記電池ケースの上側ケース部に冷却風の取入口が、前記下側ケース部に前記冷却風の
排出口がそれぞれ設けられているとよい。
【００１７】
　前記電池セル組は前記セパレータの上側に接続端子を有しているとよい。また、前記接
続端子は前記セパレータの上側に設けられた基板上に配置されているとよい。
【００１８】
　前記支持部は前記電池ケースの下側ケース部の底面から上方に突出する、又は前記セパ
レータの底部側から前記底面側に突出するリブであり、前記リブは、前記電池セルの略１
つ分、前記底面よりも中央側で前記電池セル組を支持するとよい。
【００１９】
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　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックは供給電圧が同一である一方、容量が異
なるものであるとよい。
【００２０】
　前記第１の電池パックは前記電池セルを直列接続及び並列接続して構成される一方、前
記第２の電池パックは前記電池セルの直列接続のみで構成されるとよい。
【００２６】
　本発明の第２の態様は電動工具システムである。この電動工具システムは、複数の電池
セルと、前記電池セルを収容する第１の電池ケースと、を有する第１の電池パックと、
　前記第１の電池パックよりも少ない数の電池セルと、前記電池セルを収容する第２の電
池ケースと、を有する第２の電池パックと、
　前記第１の電池パックと前記第２の電池パックとを択一的に接続可能な電動工具本体と
、を備え、
　前記第２の電池パックは、複数の電池セル及び前記複数の電池セルを収容するセパレー
タを有する電池セル組を、前記第２の電池ケースの内側底面よりも高い位置で支える支持
部を有する介在部材を備え、
　前記介在部材は前記セパレータと前記第２の電池ケースとの間に位置し前記セパレータ
の上下方向の位置を調整するよう設けられ、
　前記電動工具本体に前記第１の電池パックと前記第２の電池パックのどちらを装着した
状態であっても、略水平な設置面に置いた際に、前記電動工具本体に装着した電池パック
の電池ケースの底面と前記電動工具本体の底面とが前記設置面に接触して前記電動工具本
体が転倒しないように構成したことを特徴とする。
【００２８】
　なお、以上の構成要素の任意の組合せ、本発明の表現を方法やシステム等の間で変換し
たものもまた、本発明の態様として有効である。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、電池セルの個数を減らし小型、軽量化した電池セル組を収容する場合
であっても、従来の電池パックと同様の電池ケースの外形とすることができる。このため
、従来の電池パックとの互換性を保つことができ、電動工具本体に装着したときの電動工
具の姿勢の安定性を損なわない。つまり、電動工具を水平な設置面に立てて載置したとき
に、転倒せずにバランスを保つことができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明に係る電池パックの第１の実施の形態であって、電池パック全体の構成を
示す分解斜視図。
【図２】同じく側断面図。
【図３】第１の実施の形態における電池ケースの下側ケース部の斜視図。
【図４】同じく電池ケースの下側ケース部の側断面図。
【図５】第１の実施の形態の要部拡大側断面図。
【図６】第１の実施の形態における冷却風経路を示す側断面図。
【図７】本発明に係る電池パックの第２の実施の形態であって、一部の部材を省略した側
断面図。
【図８】第２の実施の形態におけるセパレータの斜視図。
【図９】第２の実施の形態におけるセパレータの正面図。
【図１０】従来の電池パックの側断面図。
【図１１】電池パックを用いるコードレス電動工具の一例を示す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下、図面を参照しながら本発明の好適な実施の形態を詳述する。なお、各図面に示さ
れる同一または同等の構成要素、部材、処理等には同一の符号を付し、適宜重複した説明
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は省略する。また、実施の形態は発明を限定するものではなく例示であり、実施の形態に
記述されるすべての特徴やその組み合わせは必ずしも発明の本質的なものであるとは限ら
ない。
【００３２】
　図１及び図２は本発明に係る電池パックの第１の実施の形態であって、全体構成を示す
。これらの図に示すように、電池パック２０は、複数の電池セル３０と、それらの電池セ
ル３０を収納するセパレータ４０とを有する電池セル組２１と、電池セル組２１を収納す
る電池ケース５０とを有している。なお、図２において、電池パック２０の上下方向及び
前後方向を定義している。上下方向及び前後方向の両方に直交する方向を幅方向（左右方
向）とする。
【００３３】
　電池セル３０は充放電可能な円柱形状の二次電池であり、例えばリチウムイオン電池で
ある。電池セル３０は従来品に比して性能が向上し、高容量となっているものである。セ
パレータ４０は絶縁樹脂の成形品であって、電池セル３０を配置、保持するために円筒状
凹部４１（部分的に半円筒状となっていてもよい）を有している。図示の例では、セパレ
ータ４０の上段に５個の凹部４１が、下段にも５個の凹部４１が形成されており、上段に
４個の電池セル３０が、下段に３個の電池セル３０がそれぞれ配設されている。そして、
隣り合う電池セル３０同士を溶接等で直列に接続するタブ（金属板）３１及びリード配線
によって合計７個の電池セル３０は電気的に直列接続される。さらに、電池セル３０の両
端面及び前記タブ３１を覆うように絶縁板４２を両面接着テープ等で貼り付けることで電
池セル組２１が構成される。電池セル組２１のセパレータ４０の上面に電池セル３０を保
護する保護回路等を搭載した基板２２が配置固定され、セパレータ４０の下側略半分に弾
性材のクッション４３が設けられている（貼り付けられている）。
【００３４】
　なお、基板２２には図１１の電動工具本体１１と電気接続するための接続端子２３が固
定され、接続端子２３のいずれかに電池セル３０を７個直列接続した供給電圧が導出され
ている。残りの接続端子２３は基板２２上の保護回路等に接続されている。基板２２上に
は、電池セル３０の電圧を個別に検出し、電池セル３０に流れる電流を検出する保護手段
（例えば保護ＩＣ）が設けられている。接続端子２３の一つは、保護手段からの信号、具
体的には電池セル３０の少なくとも１つが過放電、過充電或いは過電流となったことを保
護手段が検出した際に保護手段から出力される保護信号を電動工具本体１１或いは充電器
に出力するための異常信号端子である。また接続端子２３の一つは、電池セル３０の温度
を検出し、その温度信号を充電器に出力するための温度信号端子である。さらに接続端子
２３の一つは、電池パック２０の種類、具体的には、電池セル３０の個数や容量の信号を
充電器に出力するための識別信号端子である。
【００３５】
　電池セル組２１は７個の電池セル３０の直列接続の一つのみで、例えば供給電圧は２５
.２Ｖ、２.０Ａｈを実現している。このため、図１０の従来の電池パック１に比較して電
池セルの個数が１／２となり、電池セル組２１自体は軽量化され、形状もかなり小さくな
っている。これを従来の図１０の電池パック１と同様の外形の電池ケース５０に収納する
場合、内部に余分な空間が生じるため、電池セル組２１をがたつきなく安定的に保持する
ための工夫が必要となる。
【００３６】
　電池ケース５０は絶縁樹脂成形品（モールド品）であり、相互に嵌合する下側ケース部
６０と上側ケース部７０とからなり、外形は図１０の電池パック１の電池ケース５と同様
である。そして、図３乃至図５に示すように、電池セル組２１をがたつきなく安定的に保
持するために下側ケース部６０の内側には電池セル組２１を所定高さで支える高さ調整リ
ブ６１（支持部）が形成されている（図示の例では左右４個ずつ）。各々の高さ調整リブ
６１は下側ケース部６０の底面から突出し、かつ下側ケース部６０の側壁面に接続してい
る。また、側壁面から離れた位置（底面中央寄り位置）で高さ調整リブ６１を支持する補
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強部６２が下側ケース部６０の底面から立ち上がり高さ調整リブ６１と直交する向きに形
成されている。高さ調整リブ６１は従来の電池パック１のセパレータ３の最も下側に位置
する円筒状凹部４１の縦方向で略１つ分（言い換えると電池セル３０の略１つ分）の高さ
に形成されている。この結果、各々の高さ調整リブ６１は電池セル組２１を下側ケース部
６０の内側底面よりも高い位置で安定的に支えることができる。更に、高さ調整リブ６１
はセパレータ４０（３）の縦寸法で略１つ分の高さのため、従来のセパレータ３の最も下
側に位置する円筒状凹部の一列分を削除した２列構成のセパレータ４０を確実に支持する
ことができる。
【００３７】
　図５に示すように、セパレータ４０の底面部には半円筒面間に谷間があり、高さ調整リ
ブ６１はクッション４３を介して谷間に形成された平坦面４５を支えている。平坦面４５
は下側ケース部６０を樹脂成形する際の金型からの排出ピン跡として形成されるものであ
る。
【００３８】
　図１及び図３に示すように、下側ケース部６０の底面の幅方向中央には高さ調整リブ６
１は形成されておらず、図６で後述する冷却風Ｗの通り道となる冷却風路６５を構成して
いる。従来、２つの電池セル３０を並列に接続していたものを直列接続のみで構成するた
め、１つの電池セル３０に流れる電流が大きくなる。それにより電池セル３０の発熱も大
きくなる可能性があるため、電池セル３０の冷却が必要となる。そこで、高さ調整リブ６
１を下側ケース部６０の幅方向（左右方向）全体に亘って形成するのではなく、冷却風路
６５を構成することで、電池セル３０の高容量化に伴う発熱も抑制することができる。ま
た、電池セル組２１の幅方向の位置決め、及びがたつき防止のために、先端部が幅広とな
った凸部６３が下側ケース部６０の両側の側壁面から突出する向きに形成されている。
【００３９】
　図１及び図２に示すように、上側ケース部７０は下側ケース部６０内に電池セル組２１
を収納した状態でその上部開口を塞ぐように下側ケース部６０に嵌合、ビス止め等で固着
されるものであり、電池セル組２１側の基板２２を上から押さえて、電池セル組２１を下
側ケース部６０と共に保持する。また、上側ケース部７０には幅方向両側にスライドレー
ル７１が形成され、図１１の電動工具本体１１のスライドレール受と摺動自在に嵌合可能
となっている。さらに、上側ケース部７０には、基板２２上に固定された接続端子２３に
対応したスリット状開口７２が形成されており、図１１の電動工具本体１１のスライドレ
ール受に電池パック２０のスライドレール７１を嵌合し、摺動させて電池パック２０を電
動工具本体１１に装着したときに、電動工具本体側の接続端子がスリット状開口７２を貫
通して基板２２上の接続端子２３に接続可能である（周知構造なので詳細は省略する）。
【００４０】
　なお、下側ケース部６０の内側底面とセパレータ４０外面との距離である第１の距離は
、上側ケース部７０の天井面とセパレータ４０外面との距離である第２の距離よりも大き
く設定されている。
【００４１】
　図１及び図６に示すように、下側ケース部６０の前面（図１の手前側）には冷却風排出
口６６が形成され、上側ケース部７０の上面には冷却風取入口７６が形成されている。こ
のため、電池パック２０を充電器に装着して充電する際に、図６に示すように充電器から
送られる冷却風Ｗが冷却風取入口７６から電池パック２０の内部に入り、電池セル組２１
と上側ケース部７０及び下側ケース部６０との隙間を通って冷却風排出口６６から排出さ
れる。このとき、下側ケース部６０の底面中央部は高さ調整リブ６１が設けられていない
空間、つまり冷却風路６５となっており、冷却風Ｗが円滑に通過できる。なお、電動工具
本体１１と接続して使用する際に冷却風を流すようにすれば、放電時の発熱も抑制するこ
とができる。例えば、冷却風取入口７６と対向する電動工具本体１１内に冷却ファンを設
ける構成や、電動機を冷却するファンの風を冷却風取入口７６に導くように電動工具本体
１１にリブ等で風路を形成すればよい。
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【００４２】
　電池パック２０は図１０に示した従来の電池パック１と外形が同様であるため、図１１
のように電池パック２０を電動工具本体１１に装着した電動工具１０は電池パック２０の
底面及び電動工具本体１１の底面が略同一平面内に位置するため、電池パック２０の底面
及び電動工具本体１１の底面が水平な設置面Ｐに対して前後方向及び幅方向に充分な広さ
で接して転倒せず、充分な姿勢の安定性を確保することができる。
【００４３】
　本実施の形態によれば、下記の効果を奏することができる。
【００４４】
(1) 電池セル３０の個数を減らし小型、軽量化した電池セル組２１を収容する場合であっ
ても、下側ケース部６０に高さ調整リブ６１を設けておくことで、従来の電池パックと同
様の電池ケース５０の外形とすることができる。このため、従来の電池パックとの互換性
を保つことができ、既存の多様な電動工具に使用可能である。また、図１１のように電動
工具本体１１に装着したときの電動工具１０の姿勢の安定性を損なわない。つまり、電動
工具１０を水平な設置面Ｐに立てて載置したときに、転倒せずにバランスを保つことがで
きる。また、電池パック２０に衝撃が加わった際に、電池ケース５０から電池セル組２１
が離間しているため、電池セル組２１に加わる衝撃を緩和することができる。
【００４５】
(2) 電池ケース５０は絶縁樹脂成形品であるから、電池ケース５０の外側形状を従来の電
池パック１と完全一致させることで、電池ケースの外側形状を規定する金型を共通にする
ことが可能であり、電池ケースの金型製作費用を抑えることができ、ユーザーに対してよ
り安価な電池パックを供給可能である。
【００４６】
(3) 下側ケース部６０に設けた高さ調整リブ６１により、下側ケース部６０と電池セル組
２１間の空間が広がることによって、充電時に充電器から送られる冷却風Ｗの冷却効果を
高めることができる。
【００４７】
(4) 下側ケース部６０の底面の幅方向中央部は高さ調整リブ６１が設けられていない冷却
風路６５となっており、冷却風が円滑に通過でき、冷却効果を高めることができる。
【００４８】
(5) 高さ調整リブ６１は下側ケース部６０の側壁面に接続し、かつ前記側壁面から離れた
位置で補強部６２で補強されているから、充分な強度を発揮できる。
【００４９】
(6) 電池セル組２１のセパレータ４０の底面部は半円筒面同士の間に谷間があり、この谷
間の底面の平坦面４５（金型の排出ピン跡）を高さ調整リブ６１でクッション４３を介し
て支えることにより、電池セル組２１の位置ずれを防止して安定支持可能である。セパレ
ータ４０の曲面を支えることになると、クッション４３があるため、前後にずれ易いが、
これを防止できる。また、電池セル組２１の左右方向の位置ずれは、下側ケース部６０の
両側の側壁面から突出する先端部が幅広となった凸部６３で防止できる。このため、基板
２２上の接続端子２３の位置を、上側ケース部７０のスリット状開口７２に合わせて正し
く規定できる。
【００５０】
(7)　下側ケース部６０に高さ調整リブ６１を設けたことで、セパレータ４０の上側の接
続端子２３の位置を従来の電池パックから変更しないで済む。このため、従来の電池パッ
クとの互換性を維持できる。
【００５１】
(8)　高さ調整リブ６１が、電池セル３０の略１つ分、下側ケース部６０の内側底面から
突出するように設定することで、セパレータ４０の円筒状凹部４１を従来の３列から２列
に減らした場合であっても、接続端子２３の上下方向の位置を維持しつつ電池セル組２１
を安定して支持できる。
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【００５２】
　本発明に係る第１の実施の形態では、支持部としての高さ調整リブ６１を電池ケース５
０の下側ケース部６０に設けたが、その代わりに電池セル組２１のセパレータ４０側に支
持部としてのリブを形成して同様の効果を得ることも可能であり、この場合を図７乃至図
９に本発明の第２の実施の形態として説明する。
【００５３】
　図７乃至図９の第２の実施の形態において、電池セル組２１のセパレータ４０には、セ
パレータ４０の底部側から下側ケース部６０の内側底面に向かって延びる高さ調整リブ６
１が設けられている。高さ調整リブ６１の先端は下側ケース部６０の内側底面に当接して
おり、それにより電池セル組２１の下側ケース部６０内における上下方向の位置が規定さ
れている。その他の構成は第１の実施の形態と同様に構成可能である。
【００５４】
　なお、高さ調整リブ６１の先端と下側ケース部６０の内側底面との間にクッションを設
ければ電池セル３０への衝撃を緩和することができる。
【００５５】
　高さ調整リブ６１は、第１の実施の形態と同様、セパレータ幅方向に沿って全体に設け
られているのではなく、電池セル３０の両端側のみに設けられているため、電池セル３０
の長手方向に位置する高さ調整リブ６１間に冷却風路６５を形成することができ、電池セ
ル３０を効率良く冷却することができる。
【００５６】
　また、高さ調整リブ６１の根元或いは先端に高さ調整リブ６１と直交する向きに補強部
を設けてもよい。
【００５７】
　高容量の電池セル３０の場合、上記したように電池セルの個数を減らすことができるた
め、セパレータ４０の構造を変更することになる。この際にセパレータ４０に高さ調整リ
ブ６１を設ければ、電池ケース５０側の構造を変更しなくても既存の電池パック１の電池
ケース５０を利用でき共通化を図ることができる。
【００５８】
　また、セパレータ４０の上側に高さ調整リブ６１を設けても良いが、この場合にはセパ
レータ４０の上側に配置する図１の基板２２や接続端子２３の形状や配置を変更する必要
があるため、セパレータ４０の下側に高さ調整リブ６１を設けることが最適である。
【００５９】
　なお、第１又は第２の実施の形態において、高さ調整リブ６１が設けられた側の電池ケ
ース５０の第１内面と前記第１内面と対向する側の電池セル３０の第１外面との第１距離
（図７のＨ１）は、電池セル組２１を挟んで高さ調整リブ６１が設けられていない側の電
池ケース５０の第２内面と前記第２内面と対向する側の電池セル３０の第２外面との第２
距離（図７のＨ２）より大きくする。あるいは、前記第１距離は下側ケース部６０の内面
とセパレータ４０外面との距離（図７のＨ１’）であり、前記第２距離は前記上側ケース
部７０の内面とセパレータ４０外面との距離（図７のＨ２’）であるとして、Ｈ１’＞Ｈ
２’に設定してもよい。これにより、電池ケース５０の中央部に電池セル組２１を安定支
持できる。
【００６０】
　以上、実施の形態を例に本発明を説明したが、実施の形態の各構成要素や各処理プロセ
スには請求項に記載の範囲で種々の変形が可能であることは当業者に理解されるところで
ある。以下、変形例について触れる。
【００６１】
　本発明に係る電池パックは、図１１に示した電動工具以外の既存の多様な電動工具に着
脱自在に装着できる。
【００６２】
　本発明に係る各実施の形態では、セパレータに配置する電池セルの個数は７個としたが
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、用途に応じて増減可能である。
【００６３】
　本発明に係る第１の実施の形態では、高さ調整リブ６１を下側ケース部６０に設け、第
２の実施の形態では高さ調整リブ６１をセパレータ４０の下側に設けたたが、上側ケース
部７０に設けることもできる。或いは、下側ケース部６０と上側ケース部７０の夫々に高
さ調整リブ６１を設けることもできる。すなわち、電池セル組２１を電池ケース５０の中
央側で支持する構成であればよい。この場合も、高さ調整リブ６１が設けられた側の電池
ケース５０の第１内面と前記第１内面と対向する側の電池セル３０の第１外面との第１距
離（例えば図７のＨ１）は、電池セル組２１を挟んで高さ調整リブ６１が設けられていな
い側の電池ケース５０の第２内面と前記第２内面と対向する側の電池セル３０の第２外面
との第２距離（例えば図７のＨ２）より大きくするとよい。あるいは、前記第１距離は下
側ケース部６０の内面とセパレータ４０外面との距離（図７のＨ１’）であり、前記第２
距離は前記上側ケース部７０の内面とセパレータ４０外面との距離（図７のＨ２’）であ
るとして、Ｈ１’＞Ｈ２’に設定してもよい。
【００６４】
　しかしながら、これらの構成の場合、図１に示した電池セル組２１の基板２２や電池セ
ル３０等の位置関係を従来と同じ位置に維持する場合には、基板２２及び接続端子２３が
電池セル３０の上側に配置されているため、接続端子２３をスリット状開口７２までリー
ド線等で延ばす必要があり電池セル組２１の構造を変更する必要がある。従って、第１又
は第２の実施の形態のように、下側ケース部６０の高さ調整リブ６１の上側に電池セル３
０を配置し、その上側に基板２２（接続端子２３）を配置する構成とすることで、電池セ
ル組２１の構成を維持したまま既存の電動工具との互換性を保つことができる。
【００６５】
　また、図６に示すように電池パック２０のバランスを考慮した電池セル３０の配置では
なく、電池セル３０の冷却を重視する場合には、図６に示すセパレータ４０内に収容する
電池セル３０の配置を変えることもできる。具体的には、冷却風Ｗ（冷却風路６５）と対
向するセパレータ４０の凹部４１（図６のセパレータ４０の下側に位置する５つの凹部４
１）に電池セル３０を配置し、残り２つを左上の２つの凹部４１に収容すれば、電池セル
３０を効果的に冷却することができる。
【００６６】
　また、高さ調整リブ６１は電池ケース５０から突出するリブでなく、セパレータ４０と
電池ケース５０との間に位置しセパレータの上下方向の位置を調整できるものであれば、
電池ケース５０と別部材の介在部材であっても良い。
【００６７】
　また、電池ケース５０を上下方向に分割する構成としたが、左右方向に分割する構成或
いは２分割以上の構成でも良く、電池ケース５０内で電池セル組２１を上下方向で位置決
めできればよい。
【符号の説明】
【００６８】
１，２０　電池パック
２，３０　電池セル
３，４０　セパレータ
４，２１　電池セル組
５，５０　電池ケース
１０　電動工具
１１　電動工具本体
２２　基板
２３　接続端子
４１　円筒状凹部
４２　絶縁板
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４３　クッション
４５　平坦面
６０　下側ケース部
６１　高さ調整リブ
６２　補強部
６５　冷却風路
６６　冷却風排出口
７０　上側ケース部
７１　スライドレール
７２　スリット状開口
７６　冷却風取入口
Ｗ　冷却風

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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【図１１】
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